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１．診療報酬における書面要件のデジタル化について

２．書面掲示のデジタル化について

３．診療報酬改定施行時期の後ろ倒しを踏まえた各種

対応について
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デフレ完全脱却のための総合経済対策～日本経済の新たなステージに
向けて～（令和５年11月２日 閣議決定）（主な箇所抜粋）
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(医療・介護分野におけるデジタル技術を活用した効率化)

効率化を実現するには、ＩＣＴ技術の活用と、それによる生産性向上の結果を診療報酬・介護報酬制度へ反映することが

重要である。医療従事者の事務負担等を軽減するため、診療報酬の算定に関するシステムの開発を始めとした診療報酬改定

ＤＸ等の推進を行う。

報酬改定に当たって、常勤又は専任の医療・介護従事者の配置要件等の見直しについて、医療及び介護の質の担保を前提

に、柔軟な働き方を推進する方向で検討し、2023年度中に所要の措置を講ずる。併せて、報酬改定も見据え、ＩＣＴ機器等

の導入を通じた生産性向上が促されるよう検討の上、2023年度中に所要の措置を講ずる。

マイナ保険証の利用促進や環境整備を進めるため、医療機関・保険者への支援や、「オンライン資格確認等システム」等

の改修を行う。（後略）

診療報酬改定時の医療機関等によるシステム改修を効率化するため、簡易に報酬計算を行える共通算定モジュールの開発

に着手する。中小規模の病院や診療所が取り入れやすい標準型レセプトコンピューターの開発を継続する。（後略）

診療報酬上、書面での検査結果その他の書面の作成又は書面を用いた情報提供等が必要とされる項目について、デジタル

原則（※72）に倣い医療現場において電磁的方法の活用が進むよう、2024年度診療報酬改定において、関係ガイドラインを

踏まえつつ、2023年度中に必要な検討を行った上で措置を講ずる。

※72 デジタル臨時行政調査会において、令和５年12月に策定され、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月９日閣議決定）にお
いて、「デジタル社会の実現に向けての理念・原則」として位置づけられている。

第４節 人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動・推進する
５．人手不足等に対応する制度・規制改革及び外国人材の活用
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現行で電子的方法での提出が可能となっている書類について

○ 既に、一部の様式については、
・ 個々の患者の診療に関する情報等を他の保険医療機関、保険薬局等に提供する場合において、
・ 厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守し、安全な通信環境を確保し、
・ また、書面における署名又は記名・押印に代わり、同ガイドラインに定められた電子署名を施した
上であれば、電子的方法での提出は可能となっている。

〇「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（通知）」（令和4年3月4日保医発0304第1号） 別
添１の２

＜通則＞

医科診療報酬点数表に記載する診療等に要する書面等は別紙様式のとおりである。

なお、当該様式は、参考として示しているものであり、示している事項が全て記載されている様式であれば、当該別紙様式と同じでなく
ても差し支えないものであること。

また、当該別紙様式の作成や保存等に当たっては、医師事務作業の負担軽減等の観点から各保険医療機関において工夫された
いこと。

自筆の署名がある場合には印は不要であること。

署名又は記名・押印を要する文書については、電子的な署名を含む。

様式 11、12、12 の２、12 の３、12 の４、13、16、17、17 の２、18 について、電子的方法によって、個々の患者の診療に
関する情報等を他の保険医療機関、保険薬局等に提供する場合は、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ
イン」を遵守し、安全な通信環境を確保するとともに、書面における署名又は記名・押印に代わり、本ガイドラインに定められた電子署
名（厚生労働省の定める準拠性監査基準を満たす保健医療福祉分野 PKI 認証局の発行する電子証明書を用いた電子署名、認
定認証事業者（電子署名及び認証業務に関する法律（平成 12 年法律第102 号）第２条第３項に規定する特定認証業務を
行う者をいう。）又は認証事業者（同条第２項に規定する認証業務を行う者（認定認証事業者を除く。）をいう。）の発行する電
子証明書を用いた電子署名、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成 14年法律第
153 号）に基づき、平成 16 年１月 29 日から開始されている公的個人認証サービスを用いた電子署名等）を施すこと。
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医療機関における業務の効率化・合理化

令和２年度診療報酬改定 Ⅰ－４ 業務の効率化に資するＩＣＴの利活用の推進 －①

➢ 医療機関における業務の効率化・合理化を促進する観点から、以下のような見直しを行う。

会議や研修の効率化・合理化

記録の効率化・合理化

⚫ 施設基準の届出について、様式の簡素化や添付資料の低減等を行う。

⚫ 文書による患者の同意を要件としているものについて、電磁的記録によるものでもよいことを明確化する。

事務の効率化・合理化

会議
・安全管理の責任者等で構成される会議等について、安全管理の責任者が必ずしも対面でなくてよいと
判断した場合においては、ＩＣＴを活用する等の対面によらない方法でも開催可能とする。

院内研修
・抗菌薬適正使用支援加算に係る院内研修を院内感染対策に係る研修と併せて実施してよいことを明確化。
・急性期看護補助体制加算等の看護補助者に係る院内研修の要件を見直す。

院外研修 ・一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の院内研修の指導者に係る要件を見直す。

診療録
・ 栄養サポートチーム加算注２等について、栄養治療実施計画の写しを診療録に添付すれば良いこととし、
診療録への記載を、算定に当たっての留意事項として求めないこととする。
・ 在宅療養指導料等について、医師が他の職種への指示内容を診療録に記載することを、算定に当たっての
留意事項として求めないこととする。

レセプト
摘要欄

・画像診断の撮影部位や算定日等について選択式記載とする。



医療DXに関する施策の現状と課題①
（全国医療情報プラットフォーム）

➣ 平成29年よりデータヘルス改革がスタート。その中で、自身の保健医療情報を把握できるようにするとともに、患者本人が
閲覧できる情報については、医療機関等でも閲覧可能とする仕組みを整備してきた。

➣ 令和5年3月末までに、全国の概ね全ての医療機関及び薬局が、安全なネットワーク（オンライン資格確認等システム）で

つながることとなる。

➣ また、レセプト情報（※）について、マイナポｰタルを通じ、国民本人、及び本人の同意の下での医療機関等による閲覧が
可能となっている。

（※） ①使用した薬剤の情報、②特定健診の結果情報、診療情報（③入院/外来の別、④放射線治療の方式、⑤画像診断の種類、

⑥病理診断の有無、⑦糖尿病、難病等特別な管理料の有無、⑧在宅医療の有無、⑨透析処置の有無、⑩診療年月日、⑪医療機関名）

➣ さらに、国民本人は、マイナポｰタルを通じ、予防接種情報、自治体検診情報等の閲覧が可能となっている。

現状

● 本人の同意の下で情報を共有する主体が限定的（医療機関及び薬局のみ）

● 共有される情報の種類が限定的
● 全国医療情報プラットフォームの運用主体等の考え方の整理が必要

今般の医療DXの推進により実現すること

課題

➣ 情報の提供・共有を行う主体について、医療機関・薬局に加え、自治体や介護事業者等への拡大を検討
➣ 共有が可能な情報の範囲について、令和５年１月の電子処方箋情報を皮切りに、電子カルテ情報、予防接種情報等

への拡大を検討

➣ 全国医療情報プラットフォームの適切かつ効率的な運用を実現すべく検討

○ 誕生から現在までの生涯にわたる保健医療データが自分自身で一元的に把握可能となり、個人の健康増進に寄与
○ 本人同意の下で、全国の医療機関等が必要な診療情報を共有することにより、切れ目なく質の高い医療の受療が
可能

○ 保健医療データを活用した質の高い健康サービスの提供や二次利用による創薬、治験等の促進

第１回医療DX推進本部 幹事会
（令和４年11月24日）資料２
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全国医療情報
プラットフォーム

全国医療情報プラットフォーム

行政職員・研究者
医薬品産業等

医療情報基盤 介護情報基盤

電子処方箋管理サービス

電子カルテ情報共有サービス

医療機関・薬局

医療保険者

国民

救急隊

電子カルテ
レセコン等

保険者業務
システム等

介護事業所

介護業務
ソフト等

自治体・保健所

健康管理
システム等

特定健診等データ収集/管理システム

オンライン資格確認等システム

オンライン資格確認システム

資格情報

特定健診等情報

薬剤情報
(レセプト)

医療費情報
(レセプト)

*カルテ情報

全国医療情報プラットフォームの全体像（イメージ）

1 救急・医療・介護現場の切れ目ない情報共有

異なる領域の基盤間連携

2 医療機関・自治体サービスの効率化・負担軽減

3 健康管理、疾病予防、適切な受診等のサポート

4 公衆衛生、医学・産業の振興に資する二次利用

❶

専用
アプリ

≪医療DXのユースケース・メリット例≫

✓意識不明時に、検査状況や薬剤情報等が把握され、迅速に的確な治療を受けられる。

✓入退院時等に、医療・介護関係者で状況が共有され、より良いケアを効率的に受けられる。

医療機関・薬局 介護事業所

医療機関

DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉

DPC

がん登録

介護DBNDB

指定難病 小児慢性
特定疾病

DPC

がん登録

介護DBNDB 解
析
基
盤

国民

二次利用データベース群(例)

マイナ
ポータル

問診票・予診票入力、データ提供同意

接種通知、患者サマリー情報等

✓ 受診時に、公費助成対象制度について、紙の受給者証の持参が不要になる。

✓ 情報登録の手間や誤登録のリスク、費用支払に対する事務コストが軽減される。

✓ 予診票や接種券がデジタル化され、速やかに接種勧奨が届くので能動的でス
ムーズな接種ができる。予診票・問診票を何度も手書きしなくて済む。

✓ 自分の健康状態や病態に関するデータを活用し、生活習慣病を予防する行動
や、適切な受診判断等につなげることができる。

✓ 政策のための分析ができることで、次の感染症危機への対応力強化につながる。

✓ 医薬品等の研究開発が促進され、よりよい治療や的確な診断が可能になる。

行政職員・研究者

解析ソフト等

行政・自治体情報基盤

❸

❸

救急隊

意識不明による
救急搬送中の確認

救急医療
・入院中の確認

施設入所時
・リハビリ中の確認

医療情報基盤

国民

行政・自治体情報基盤

閲覧

健診結果(母子保健)、
接種記録等の連携

医療機関 自治体

手入力不要
持参不要

公費助成情報
の連携

自治体

閲覧

マイナ
ポータル 患者

❷

異なる領域の基盤間連携

※システム詳細検討中

H

H

H H

科学的介護情報システム(LIFE)

介護情報データベース(仮称)

要介護認定情報

LIFE情報

ケアプラン

介護情報
（レセプト）

※連携方法検討中

各DBの
データ連携

オンライン資格確認システム

医療情報閲覧機能

救急時医療情報閲覧機能

診療情報
(レセプト)

同意情報

*傷病名、アレルギー、薬剤禁忌
感染症、検査情報、処方情報

❸

※システム詳細検討中

医療保険者等向け中間サーバー

マイナ
ポータル

介護保険者

介護保険
システム等

資格情報

※共有する介護情報については検討中

PMH(Public Medical Hub)

公費助成情報

母子保健

予防接種

処方・調剤情報

紹介状・退院時サマリ等

ケアプランデータ連携システム

ADL、栄養・摂食嚥下、口腔衛生情報等

民間のヘルスケアサービス等❹ 二次利用基盤

履歴照会・回答システム

医療・介護データ等の解析基盤(HIC)

DPC

がん登録

予防接種感染症

指定難病 小児慢性
特定疾病

介護DBNDB

障害福祉※匿名化識別IDを付与するシステム etc...

❹
DPC

がん登録

介護DBNDB

小児慢性
特定疾病がん登録

ライフログ等

自治体等向け中間サーバー

第４回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進
チーム（令和５年８月30日）資料２－３ 一部改変
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出典：令和５年６月２日 医療DX推進本部決定

医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕
○ 医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕において、全国医療情報PFの構築については、情報共有基盤の
整備、共有等が可能な医療情報の範囲の拡大が掲げられており、電子カルテ情報共有サービスや救急時
に患者の医療情報を閲覧できる仕組みの整備が進められているところ。後者については令和６年度中の運
用開始を目途に進められている。

9



電子カルテ情報共有サービスの概要
○ 電子カルテ情報共有サービスにおいて提供されるサービスについては、３文書６情報に係るものと

して、①文書情報を医療機関等が電子上で送受信できるサービス、②全国の医療機関等で患者の

電子カルテ情報（６情報）を閲覧できるサービス、③本人等が、自身の電子カルテ情報（６情報）を閲

覧・活用できるサービス、が示されている。

第７回医療情報ネットワークの基盤に関するWG
（令和５年３月９日）資料１－２ 一部改変
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文書送付サービスの仕組みとメリット

○ 電子カルテ情報共有サービスにおける、文書送付サービスの仕組み（登録、保存管理、取得・

閲覧）及びメリットについては、確実な文書送付による個人情報の安全な管理等が示されている。
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６情報閲覧サービスの仕組みとメリット

○ 電子カルテ情報共有サービスにおける、６情報閲覧サービスの仕組み（登録、保存管理、

取得・閲覧）及びメリットについては、患者の医療情報を踏まえた質の高い診療等が示されている。
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患者サマリー ( Pa t i e n t  s u m m a r y )の運用について

○医師がこれまで紙などで患者に情報共有していた治療上のアドバイスを患者に電子的に共有する仕組みとし
て患者サマリー(Patient summary) を運用する。

○患者サマリーは、記載した「外来の記録」と「６情報」を組み合わせて情報を整理し、マイナポータル上で
患者にわかりやすく情報提供するものとし、具体的には下記の内容を記載してはどうか。

○なお、患者サマリー自体は、あくまで患者に共有するためのものであり、他の医療機関には共有しないが、
患者が自らの判断でマイナポ画面等を他の医師に見せることは可能とする。

傷病名(主傷病＋副傷病)

療養上の計画・アドバイス

主傷病について
● 記載時点で、主として治療または検査をした傷病

副傷病について
● 主傷病以外で有していた傷病をいう（患者調査においては治療や検査を受けていない傷病も含むが、患者サ
マリーにおいては主傷病に関連した疾患とする）

● 患者に医師から情報連携する内容を記述する
● 服薬や運動について、検査等対象者に合わせて記載する
● 具体的なユースケースの一例は下記の通り
① 致命的な疾患リスク、既往を持つ患者、重症疾患を持つ患者に対しての注意事項の記載
② 今後の加療の見通しの記載（治療の流れを確認）
③ 慢性的な疾患（生活習慣病等）、安定している患者に対する指導の記載

「外来の記録」の内容

健康・医療・介護情報利活用検討会
第19回 医療等情報利活用ワーキンググループ

（令和５年11月6日）
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患者サマリーのイメージ（案）

患者サマリー
(Patient Summary)

氏名 性別

生年月日 年齢

感染症

┃基本情報

┃プロファイル情報

アレルギー

アレルギー1

アレルギー2

長期
保存

薬剤禁忌

禁忌医薬品1

禁忌医薬品2
長期
保存

23/01

22/07

22/10

22/10

…
…

おくすり情報

代表的な検査項目結果長期
保存

長期
保存

アトルバスタチン錠
10mg「サンド」

1錠 28日分 1日1回夕食後

ファモチジン錠
10mg「NP」

2錠 28日分 1日2回朝夕食後

ノルバスク錠5mg 1錠 28日分 1日1回夕食後

ステータス 検査結果 基準値
(下限-上限)

肝機能

GOT(IU/L) 確定報告 XXX(H) XX-XX

GTP(IU/L) 確定報告 XXX XX-XX

Γ-GTP(IU/l) 確定報告 XXX XX-XX

血糖

空腹時血糖(mg/dL) 確定報告 XXX XX-XX

HbA1c(%) 確定報告 XXX XX-XX

随時血糖(mg/dL) 確定報告 XXX XX-XX

尿

尿糖(mg/dL) 中間報告 XXX XX-XX

…

※検査項目は生活習慣病関連・救急時に有用な44項目に抜粋

梅毒STS(RPR法)23/01 (－)

HBs(B型肝炎)23/01 (+)

…

┃外来医療記録（かかりつけ医アドバイス）

前回受診日：2023年7月10日

・内服を継続しましょう。
・１日○分、○○程度の運動を行いましょう。
・○ヶ月ごとに血液検査を予定しています。
・○○の福祉サービスの利用を検討しましょう。
・○○の疾患について、診療所Aを受診してくださ
い。

療養上の計画・アドバイス

Aクリニック

厚生 太郎

医療機関名

医師氏名

胃の悪性新生物＜腫瘍＞

主傷病名

胃体部癌

潰瘍性大腸炎

副傷病名

潰瘍性大腸炎性関節炎

長期
保存

長期
保存

前回受診日：2023年5月14日

…

長期
保存

長期
保存

疾病分類
(ICD10)表示

傷病名表示
(プルダウン）

健康・医療・介護情報利活用検討会
第19回 医療等情報利活用ワーキンググループ

（令和５年11月6日）
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患者サマリーの対応について

軽微な文書が追加される度に医療機関のシステム改修が負担とならないようテンプレート機能を実装し、文書の雛形

となる画面定義データを配信する。患者サマリーは配信機能で実装することを今後検討する。

電子カルテ情報共有サービス

Questionnaire
定義

医療機関等

電子カルテ

∞

画面定義
（任意）

Questionnaire
定義

※構造化されたデータ（６情報等）

も埋め込み可能とする。

配信

医療機関等ベンダー各
社は中央から配信され
る画面定義に対応する

（配信は任意）画面定義
（任意）

Questionnaire
定義

変換

電子カルテ
サーバー

Questionnaire
Response

受取

Questionnaire
Response

オンライン資格
確認等システム

6情報

＋Questionnaire

テンプレート等

自宅等

マイナポータル

マイナンバー
カード

患者

変換

記録

健康・医療・介護情報利活用検討会
第19回 医療等情報利活用ワーキンググループ

（令和５年11月6日）
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16

１．診療報酬における書面要件のデジタル化について

２．書面掲示のデジタル化について

３．診療報酬改定施行時期の後ろ倒しを踏まえた各種

対応について



【背景】
○ 令和３年11月に政府に設置された「デジタル臨時行政調査会」において、社会全体のデジタル化を推進す

るため、現行の法令上の規制事項に関するデジタル化の検討が進められており、具体的には、目視、定期検
査・点検、実地監査、常駐・専任、書面掲示、対面講習、往訪閲覧・縦覧といった類型のデジタル活用を促
す見直しを行っていく方向。政府の規制のうち該当条項は全て一定の見直しを行うこととなる。

○ 令和４年12月21日のデジタル臨時行政調査会において、政府の規制のうち法律・政令・省令に関する該当

条項が整理され、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表」として示された。（保険
医療機関等の院内掲示に係る省令の規定等が該当）

○ また、令和５年５月30日のデジタル臨時行政調査会において、政府の規制のうち告示・通知に関する該当

条項が整理され、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制（通知・通達等）の見直し方針」として示された。
（保険医療機関等の院内掲示に係る告示・通知の規定等が該当）

【書面掲示に関するデジタル臨調の方針】

○ 紙発行の文書を特定の場所に掲示することを求めている規制を「書面掲示」とし、当該掲示について、イ
ンターネットでの閲覧等を可能な状態にすることを義務付けるよう、見直しを進めることとしている。

【保険医療機関等の院内掲示に関する具体の対応】

○ 保険医療機関等における書面掲示に関しては、院内等での掲示に加えインターネットでの閲覧等を可能な
状態にすることについても原則義務化することが求められている。

○ 具体的には、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表」（令和４年12月21日デジタ

ル臨時行政調査会決定）及び「デジタル原則を踏まえたアナログ規制（通知・通達等）の見直し方針」（令
和５年５月30日デジタル臨時行政調査会決定）において、令和６年６月までに必要な対応を行うこととされ
た。

「デジタル臨時行政調査会」でのデジタル化の議論と対応

17



令和4年６月３日第４回デジタ
ル臨時行政調査会資料１
牧島大臣プレゼン（一部改変）
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医療・介護・福祉

アナログ規制の見直しの例（分野別）①

●病院等における管理者の常駐：2023年３月まで
（参考）病院、一般・歯科診療所数：約18万施設（2022年7月末時点）
病院等の管理者は、原則、勤務時間中病院等に常時滞在しなければな
らないが、デジタル技術の活用等により、病院等の管理体制が確保され
ているなどの要件の下で、常時滞在を求めないことを明らかにする。

●一般用医薬品の販売等を行う店舗における薬剤師等の常駐：
2024年６月まで

（参考）店舗販売業の施設数：約３万施設（2020年度末時点）
店舗販売業の許可要件として、有資格者等の設置を求めている現行制

度について、デジタル技術の利用によって、販売店舗と設備及び有資格
者がそれぞれ異なる場所に所在することを可能とする制度設計の是非に
ついて、消費者の安全確保や医薬品へのアクセスの円滑化の観点から、
検討し、結論を得る。

●医療機関入院時の差額ベッド等の内容等に係る掲示：
2024年６月まで
医療機関入院時における選定療養（差額ベッド等）の内容や費用に関

する情報について、国民の利便性向上の観点から、入院前でも時間・場
所を問わず内容を確認できるよう、インターネットを利用した閲覧を可
能とする。

●医療法人の書類の閲覧：2023年４月まで
現在、都道府県において請求に応じて書面により行われている医療法

人の事業報告書等の閲覧について、請求から閲覧までの手続を一貫して
インターネットの利用により行うことを可能とし、国民の利便性の向上
を図る。

●介護サービス事業所等における管理者・専門職等の常駐：
2023年９月まで（管理者等）、2024年３月まで（専門職等）

（参考）訪問介護事業所数：約3.5万事業所（2020年10月1日時点）、地域包括支援セ
ンター数：約５千か所（2021年４月末時点）
介護サービス事業所等に必置の管理者・専門職等の常駐規制について、
利用者のサービスに直接関わらない業務については、例えば、テレワー
ク等の取扱いを明示するなどの必要な対応等を実施する。

●介護支援専門員に係る法定研修：2023年３月まで
（参考）介護支援専門員の従事者数：約19万人
介護支援専門員に係る法定研修について、講習申込・受講、修了証発

行までの一連のプロセスをデジタル完結が可能である旨周知することに
より、指定された場所に行かなくても講習が受講できる都道府県の拡大
を図る。

●介護サービスにおける申込者のサービス選択に資する重要事項
の掲示：2024年３月まで
介護サービス事業所・施設の運営規程の概要、従業者の勤務の体制等
について、現地に赴かなくともインターネット上で時間・場所を問わず
に閲覧を可能とし、利用者・家族によるサービス選択の利便性向上につ
なげる。

●有料老人ホーム協会会員名簿の閲覧：2023年９月まで
有料老人ホーム協会の会員名簿について、インターネット上で時間・

場所を問わずに閲覧を可能とし、利用者・家族が施設を選択する際の利
便性の向上につなげる。

●児童福祉司に対する講習：2024年３月まで
（参考）児童福祉司数：約6,000人

一部自治体で修了証発行がオンライン化されているが、講習申込・受
講（実技を除く）、修了証発行までの一連のプロセスのデジタル完結を
基本とし、指定された場所に行かなくても講習受講できる機会を増やす。

●認可外保育施設の提供サービスの内容の掲示：2023年６月まで
認可外保育施設の提供サービスの内容について、掲示内容を確認する

ために現地に赴かなくても、インターネットによる閲覧を可能とし、保
護者等がサービスを比較検討する際の利便性向上につなげる。

●養育里親研修：2023年６月まで
対面により実施されている研修について、今後、講習申込、講習受講

（実習を除く）、修了証発行までのプロセスのデジタル化を図ることに
より、主に手続面から利用者の利便性の向上につなげる。

●指定障害福祉サービス事業者等の事業所の実地指導：
2024年６月まで
指導指針に基づく実地指導のうち、実地でなくても確認できる内容

（運営体制や報酬請求の確認・指導等）については、情報セキュリティ
の確保を前提として、業務効率化のための選択肢の一つとしてオンライ
ン等を活用することの可否について検討し、結論を得る。

令和4年12月21日
第６回デジタル臨時行政調査会資料１
河野大臣プレゼン資料（一部改変）
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書面掲示に係る見直し事項について

20

○デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表（2022年12月21日デジタル臨時行政調査会決定）抜粋

○デジタル原則を踏まえたアナログ規制（通知・通達等）の見直し方針（2023年５月30日デジタル臨時行政調査会決定）抜粋

告示名 概要 該当の条文・規定

高齢者の医療の確保に
関する法律の規定によ
る療養の給付等の取扱
い及び担当に関する基

準

食事療養の内容等に係る掲示義務

(食事療養)
第五条の三
４ 保険医療機関は、その病院又は診療所の病棟等の見やすい場所に、前項の療養の内容及び費用に関する事項を掲
示しなければならない。

生活療養の内容等に係る掲示義務

(生活療養)
第五条の三の二
４ 保険医療機関は、その病院又は診療所の病棟等の見やすい場所に、前項の療養の内容及び費用に関する事項を掲
示しなければならない。

保険外併用療養等の内容等に係る掲示義務

(保険外併用療養費に係る療養の基準等)
第五条の四
２ 保険医療機関は、その病院又は診療所の見やすい場所に、前項の療養の内容及び費用に関する事項を掲示しなけれ
ばならない。

保険薬局における必要事項の掲示義務
(掲示)
第二十五条の四 保険薬局は、その薬局内の見やすい場所に、別に厚生労働大臣が定める事項を掲示しなければならな
い。

療担規則及び薬担規則

並びに療担基準に基づ
き厚生労働大臣が定め
る掲示事項等

保健医療機関における必要事項の掲示義務 ○療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等

省令名 概要 該当の条文・規定

保険医療機関及び保険
医療養担当規則

生活療養等の内容に係る掲示義務

第二条の六

保険医療機関は、その病院又は診療所内の見やすい場所に、第五条の三第四項、第五条の三の二第四項及び第五条の四第二項

に規定する事項のほか、別に厚生労働大臣が定める事項を掲示しなければならない。

食事療養の内容等に係る掲示義務

第五条の三第四項

保険医療機関は、その病院又は診療所の病棟等の見やすい場所に、前項の療養の内容及び費用に関する事項を掲示しなければ

ならない。

生活療養の内容等に係る掲示義務

第五条の三の二第四項

保険医療機関は、その病院又は診療所の病棟等の見やすい場所に、前項の療養の内容及び費用に関する事項を掲示しなければ

ならない。

評価療養等の内容等に係る掲示義務
第五条の四第二項

保険医療機関は、その病院又は診療所の見やすい場所に、前項の療養の内容及び費用に関する事項を掲示しなければならない。
保険薬局及び保険薬剤

師療養担当規則 必要事項に係る掲示義務
第二条の四

保険薬局は、その薬局内の見やすい場所に、別に厚生労働大臣が定める事項を掲示しなければならない。

健康保険法施行規則
必要事項に係る掲示義務

第七十五条

指定訪問看護事業者は、訪問看護ステーションの見やすい場所に、訪問看護ステーションである旨を掲示しなければならない。

指定訪問看護の事業の

人員及び運営に関する
基準

利用申込者のサービスの選択に資する重要事項の掲示義務

第二十四条

指定訪問看護事業者は、指定訪問看護ステーションの見やすい場所に、運営規程の概要、看護師等の勤務の体制その他の利用申

込者の指定訪問看護の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。



告示名 概要 該当の条文・規定

基本診療料の施設
基準等

包括的な診療を担う医療機関の掲示
医科初診料の機能強化加算の施設基準

第三・三の二
(2) 地域において包括的な診療を担う医療機関であることについて、当該保険医療機関の
見やすい場所に掲示する等の取組を行っていること。

明細書の無償交付の体制の掲示
明細書発行体制等加算の施設基準

第三・六
(3) (2)の体制に関する事項について、当該保険医療機関の見やすい場所に掲示している
こと。

院内感染防止対策の掲示
診療報酬の算定方法別表第二歯科診療報酬点数表第一章第一
部初・再診料第一節初診料の注１に規定する施設基準

第三・八の三
(4) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る院内掲示を行っていること。

院内感染防止対策の掲示
地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準

第三・九
(6) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る院内掲示を行っていること。

医療安全対策の掲示
歯科外来診療環境体制加算１の施設基準

第三・十(1)
ヘ 歯科診療に係る医療安全対策に係る院内掲示を行っていること。

医療安全対策の掲示
歯科外来診療環境体制加算２の施設基準

第三・十(2)
ヘ 歯科診療に係る医療安全対策に係る院内掲示を行っていること。

看護職員と入院患者の割合の掲示
病院の入院基本料の施設基準等通則

第五・一(8) 現に看護を行っている病棟ごとの看護職員の数と当該病棟の入院患者の数と
の割合を当該病棟の見やすい場所に掲示していること。

看護職員数の掲示
診療所の入院基本料の施設基準等通則

第六・一
(4) 現に看護に従事している看護職員の数を当該診療所内の見やすい場所に掲示している
こと。

分娩実施数の掲示
ハイリスク分娩等管理加算の施設基準等

第八・三十二(1)
ハ 一年間の分娩実施件数が百二十件以上であり、かつ、その実施件数等を当該保険医療
機関の見やすい場所に掲示していること。

後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨の掲示
後発医薬品使用体制加算１の施設基準

第八・三十五の三(1)
ニ 後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨を、当該保険医療機関の見やすい場所
に掲示していること。

後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨の掲示
後発医薬品使用体制加算２の施設基準

第八・三十五の三(2)
ニ 後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨を、当該保険医療機関の見やすい場所
に掲示していること。

後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨の掲示
後発医薬品使用体制加算３の施設基準

第八・三十五の三(3)
ニ 後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨を、当該保険医療機関の見やすい場所
に掲示していること。

看護職員と入院患者の割合の掲示
特定一般病棟入院料１の施設基準

第九・十九(2)
ヘ 現に看護を行っている病棟ごとの看護職員の数と当該病棟の入院患者の数との割合を
当該病棟の見やすい場所に掲示していること。

書面掲示に係る見直し事項について②
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告示名 概要 該当の条文・規定

特掲診療料の
施設基準等

院内トリアージの実施基準の掲示
院内トリアージ実施料の施設基準等

第三・四の四(１)
ロ 院内トリアージの実施基準を定め、当該保険医療機関の見やすい場所に掲示してい
ること。

ハイリスク分娩管理の掲示
ハイリスク妊産婦共同管理料(Ⅰ) 及びハイリス
ク妊産婦共同管理料(Ⅱ) の施設基準等

第三・九(１)
ロ ハイリスク分娩管理を共同で行う保険医療機関の名称等を当該保険医療機関の見や
すい場所に掲示していること。

診療費用の掲示
コンタクトレンズ検査料の施設基準通則

第五・十一(１)
イ 当該検査を含む診療に係る費用について、当該保険医療機関の見やすい場所に掲
示していること。

後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨の
掲示
外来後発医薬品使用体制加算１～３の施設基準

第七・四(１)ニ 後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨を当該保険医療機関の
見やすい場所に掲示していること。
(２)ニ 後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨を当該保険医療機関の見やすい
場所に掲示していること。
(３)ニ 後発医薬品の使用に積極的に取り組んでいる旨を当該保険医療機関の見やすい
場所に掲示していること。

手術件数の掲示
医科点数表第二章第十部手術通則第５号及び第６
号並びに歯科点数表第二章第九部手術通則第４号
に掲げる手術の施設基準

第十二・二
(３) 当該手術の一年間の実施件数を当該保険医療機関の見やすい場所に掲示している
こと。

有床義歯を修理する体制が整備されている旨の掲
示
有床義歯修理及び有床義歯内面適合法の歯科技工
加算１及び２の施設基準

第十三の二・二
(３) 患者の求めに応じて、迅速に有床義歯を修理する体制が整備されている旨を院内掲
示していること。

書面掲示に係る見直し事項について③
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通知名 概要 該当の条文・規定

指定訪問看護の事業を行う事業所
に係る健康保険法第八八条第一項
の規定に基づく指定等の取扱いに
ついて

指定訪問看護ステーショ
ンである旨の掲示義務

第一 二㈣ 指定訪問看護事業者は、施行規則第七五条の規定により、指定訪問看護ステーションの見やすい場所に、指定訪問看護ステーションで
ある旨を掲示しなければならないこと。

指定訪問看護の事業の人員及び運
営に関する基準について

利用申込者のサービスの
選択に資する重要事項の

掲示義務

第三 三 基準第二四条は、利用者に対し適切な指定訪問看護を提供するため、指定訪問看護ステーション内の見やすい場所に、運営規程の概要、
職員の勤務体制その他の利用申込者の選択に資すると思われる事項を掲示し、周知しなければならないこととしたものであること。

医療費の内容の分かる領収証及び
個別の診療報酬の算定項目の分か
る明細書の交付について

保険医療機関及び保険薬
局の明細書発行に関する

状況の掲示義務

八 レセプト電子請求が義務付けられていない保険医療機関及び保険薬局については、医療の透明化や患者への情報提供を積極的に推進していく
必要がある一方で、明細書を即時に発行する基盤が整っていないと考えられることから、当該保険医療機関及び保険薬局の明細書発行に関する状況
(明細書発行の有無、明細書発行の手続き、費用徴収の有無、費用徴収を行う場合の金額を含む。)を院内又は薬局内に掲示すること。院内掲示等の
例は別紙様式九を参考とすること。

「療担規則及び薬担規則並びに療
担基準に基づき厚生労働大臣が定
める掲示事項等」及び「保険外併
用療養費に係る厚生労働大臣が定
める医薬品等」の実施上の留意事
項について

保険外負担の掲示義務 第一 二 ㈤① いわゆる保険外負担については、その適切な運用を期するため、院内掲示の対象とすることとしたものであること。

予約患者とそうでない患
者の取扱いの掲示義務

第三 一三 ㈥ 上記の趣旨を患者に適切に情報提供する観点から、当該事項について院内に患者にとって分かりやすく掲示するとともに、保険医療
機関の受付窓口の区分、予約でない患者に対する受付窓口での説明、予約患者でない患者への番号札の配布等、各保険医療機関に応じた方法に
より、予約患者とそうでない患者のそれぞれについて、当該取扱いが理解されるよう配慮するものとすること。

明細書の発行状況に関す
る事項の掲示義務

第一 二 ㈣① 保険医療機関及び保険医療養担当規則第五条の二第二項及び第五条の二の二第一項並びに高齢者の医療の確保に関する法律
の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準第五条の二第二項及び第五条の二の二第一項に規定する明細書の発行状況に関する
事項について、院内掲示するものとすること。

特別療養環境室の場所及
び料金の掲示義務

第三 一二 ㈦① 保険医療機関内の見やすい場所、例えば、受付窓口、待合室等に特別療養環境室の各々についてそのベッド数、特別療養環境
室の場所及び料金を患者にとって分かりやすく掲示しておくこと。

届出事項等の掲示義務 第一 一 保険医療機関が提供する医療サービスの内容及び費用に関する事項について、患者に対する情報の提供の促進を図る観点から、療養担
当規則上院内掲示が義務付けられている保険外併用療養費に係るものを除き、届出事項等を院内掲示の対象としたこと。

医科点数表等に規定する
回数を超えて行う診療の

掲示義務

㈢ 医科点数表等に規定する回数を超えて行う診療に係る特別の料金の徴収を行おうとする保険医療機関は、本制度の趣旨を患者に適切に情報提
供する観点から、当該事項について院内の見やすい場所に分かりやすく掲示しておかなければならない。

保険（医療）給付と重複する保険
外負担の是正について

実費に係る費用の内容及
び金額等の掲示義務

一 保険外負担の取扱いについて (二)なお、この場合、保険医療機関はその病院又は診療所の見やすい場所に当該実費に係る費用の内容及び金
額等に関する事項を掲示するとともに、当該実費の徴収に当たってはあらかじめ患者又はその家族等に対してそれらの実費に関して十分説明を行い
承諾を得ること。

柔道整復師の施術に係る療養費の
算定基準の実施上の留意事項等に
ついて

一〇円未満の四捨五入を
行う旨の掲示

第七 一部負担金 （中略）また、施術所の窓口においては、一〇円未満の四捨五入を行う旨の掲示を行うことにより、被保険者等との間に無用の混乱
のないようにすること。

療養の給付と直接関係ないサービ
ス等の取扱いについて

サービス等の内容及び料
金の掲示

1 費用徴収する場合の手続について (1) 保険医療機関等内の見やすい場所、例えば、受付窓口、待合室等に費用徴収に係るサービス等の内容
及び料金について患者にとって分かりやすく掲示しておくこと。なお、掲示の方法については、『療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生
労働大臣が定める掲示事項等』及び『保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等』の制定に伴う実施上の留意事項について」(平成18
年3月13日保医発第0313003号)第1の2(5)に示す掲示例によること。

書面掲示に係る見直し事項について④
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１．診療報酬における書面要件のデジタル化について

２．書面掲示のデジタル化について

３．診療報酬改定施行時期の後ろ倒しを踏まえた各種

対応について
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診療報酬改定施行時期の後ろ倒しを踏まえた各種対応について①

○ 令和５年８月２日の中央社会保険医療協議会総会において、診療報酬改定DXの推進に向け、
医療機関・薬局等やベンダの集中的な業務負荷を平準化するために、令和６年度診療報酬改定
より施行を６月１日（薬価を除く）に後ろ倒しすることについて了解いただいたところ。

○ 経過措置については、後ろ倒し実施後も９月末を基本とすることをお示ししたところであるが、
経過措置以外にも、診療報酬改定が４月に施行されることを前提に、調査・報告等の時期が定め
られているものがある。これらについて、実施時期等の整理する必要がある。

具体的な調査・報告等は、以下のとおり。

① 社会医療診療行為別統計：現在は５月診療分（６月請求分）のデータを用いて分析・公表

② 施設基準の届出状況等の報告：現在は７月１日時点の状況を保険医療機関等に報告を
求めている

③ 歯科用貴金属価格の随時改定時期：現在は４月、７月、10月、１月に改定を実施

④ 各種実績要件：施設基準の届出や報告を実施する際に、前年度（前年４月～当年３月）
での実績を求めているものがある
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診療報酬改定施行時期の後ろ倒しを踏まえた各種対応について②

①から④の各種調査・報告等の趣旨を踏まえ、以下の方向で対応を行う。

○ ①の社会医療診療行為別統計は、医療保険制度における医療の給付の受給者に係る診療行
為の内容、傷病の状況、調剤行為の内容、薬剤の使用状況等を明らかにし、医療保険行政に
必要な基礎資料を得ることを目的としている。そのため、診療報酬改定により新たな診療行為が
追加された場合に反映することは重要であり、現行の５月診療分では新たな診療行為の反映が
１年後になってしまうため、実施時期を見直す。

○ ②の施設基準の届出状況等の報告は、診療報酬改定等に必要となる保険医療機関等の届
出の実態を把握するために実施しており、新設の施設基準については、７月１日時点では施行
１か月後であり、 診療報酬改定等に使用するデータとして適切とは言い難い※ため、１か月後
ろ倒しし、８月１日時点の報告とする。

※施行直後は施設基準の届出医療機関数が最も少なく、患者数も少ない傾向があることから、施行後２～３か月経過後の
データのほうが、新設された施設基準等の影響が反映されやすい。

○ ③の歯科用貴金属価格の随時改定時期は、本年11月17日の中央社会保険医療協議会にお
いて了解いただいたとおり、令和６年６月１日施行後は、９月・12月・３月・６月とする。

○ ④の各種実績要件は、従来からある施設基準など継続性があるものについては引き続き年度
単位での報告を求めることとし、新設の施設基準や要件に変更がある施設基準については、新
設や変更のタイミングで初回の報告期間（例えば６月～翌年３月）を明確化し、その上で、２回目
以降の報告については年度単位での報告を求めることとする。



• 医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕において、全国医療情報PFの構築については、情報共有基盤の整備、共有等が可能な医療情報
の範囲の拡大が掲げられており、電子カルテ情報共有サービスや救急時に患者の医療情報を閲覧できる仕組みの整備が進められているとこ
ろ。後者については令和６年度中の運用開始を目途に進められている。

• 電子カルテ情報共有サービスにおける、文書送付サービスの仕組み（登録、保存管理、取得・閲覧）及びメリットについては、タイムリーな送
受信による診療の質の向上等が示されている。

• 電子カルテ情報共有サービスにおける、６情報閲覧サービスの仕組み（登録、保存管理、取得・閲覧）及びメリットについては、患者の医療情
報を踏まえた質の高い診療等が示されている。

• こうした状況の中、今般閣議決定された経済対策においては、「診療報酬上、書面での検査結果その他の書面の作成又は書面を用いた情
報提供等が必要とされる項目について、デジタル原則に倣い医療現場において電磁的方法の活用が進むよう、2024年度診療報酬改
定において、関係ガイドラインを踏まえつつ、2023年度中に必要な検討を行った上で措置を講ずる。」とされている。

• また、令和３年11月に政府に設置された「デジタル臨時行政調査会」において、社会全体のデジタル化を推進するため、現行の法令上の規制
事項に関するデジタル化の検討が進められており、具体的には、目視、定期検査・点検、実地監査、常駐・専任、書面掲示、対面講習、往訪
閲覧・縦覧といった類型のデジタル活用を促す見直しを行っていく方向が示され、政府の規制のうち該当条項は全て一定の見直しを行うことと
されている。この中で、書面掲示に関する規制条項については、インターネットでの閲覧等を可能な状態にすることを求められているを義務付
ける方向が示されている。

医療DXに係る課題と論点
【課題】
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【論点】

診療報酬における書面要件のデジタル化について
○ 医療情報の電子的な共有の仕組みの構築が進む中で、診療報酬上、書面での検査結果その他の書面の作成又は書面を用いた情報提供等が
必要とされる項目について、電磁的な方法による書面の交付も可能とすることについてどのように考えるか。

〇 その際、現時点においても、一部の書面については、電子的方法によって、個々の患者の診療に関する情報等を他の保険医療機関等に提供
する場合に、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守し、安全な通信環境を確保するとともに、書面における署名又は記名・
押印に代わり、同ガイドラインに定められた電子署名を施すといった事項を求めていることを踏まえ、どのように考えるか。

書面掲示のデジタル化について
○ デジタル原則に基づき、医療機関等はインターネットでの閲覧等を可能な状態にすることの義務付けを求められている中で、保険医療機関等に
おける対応についてどのように考えるか。


